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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問（情）第209号） 

 

第１ 審査会の結論 

 広島県公安委員会（以下「実施機関」という。）が，本件異議申立ての対象となった

行政文書について，不存在であることを理由に不開示とした決定は，妥当である。 

 

第２ 異議申立てに至る経緯 

１ 開示の請求 

  異議申立人は，平成18年２月12日，広島県情報公開条例（平成13年広島県条例第５

号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，東広島地域事務所

長が行った橋梁設置の不許可処分に対する審査請求に係る広島県知事による平成16年

４月８日付け裁決書（以下「裁決書」という。）に記載されている「竹原市が管理台帳

上自動車交通不能としているものの，付近住民の要望により，市道の通行禁止や通行

制限等を行っていない以上，当該市道は自動車等による家屋への進入を容認されてい

るものと判断する。よって，本件申請箇所に橋梁設置をしなくても，自動車等により

家屋への進入は可能である。」の事実関係を証明する文書として，「竹原市道峠郷線（以

下「本件市道」という。）の道路管理者において，『自動車交通不能』という法的管理

がなされている箇所について，本件市道の通行禁止や通行制限を行っていないという

法的根拠，すなわち『自動車の運転免許基準』に適合する道路であることを実施機関

が認識しているという事実を明示している文書等」の開示の請求（以下「本件請求」

という。）をした。 

なお，具体的な箇所は，道路台帳の実延長調書で「6065R-10 000010及び同000020」

と表示されている本件市道の一部分であるとし，また，「自動車の運転免許基準」とは，

「本件市道の一部分である『自動車交通不能』の箇所（一方がブロック塀で圧迫感が

あり，河川側には路肩や防護柵もなく，道路の幅が240cm，河川底までの高さが２mで

自動車が転落する可能性がある道路）を運転できる技能を有することが検定試験（運

転免許証の更新を含む。）の内容に含まれていること」を示すとした。 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件請求に対し，作成又は取得していないため，不存在を理由とする行

政文書不開示決定（以下「本件処分」という。）を行い，平成18年２月23日付けで異議

申立人に通知した。 

 

３ 異議申立て 

異議申立人は，平成18年３月12日，本件処分を不服として，行政不服審査法（昭和37

年法律第160号）第６条の規定により，実施機関に対し異議申立てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張要旨 



- 2 - 

 

 １ 異議申立ての趣旨 

   本件処分を取り消し，開示を求める。 

 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立人が，異議申立書及び意見書で主張している異議申立ての理由は，おおむ

ね次のとおりである。 

（１）道路法（昭和27年法律第180号）（車両制限令〔昭和36年政令第265号〕を含む。）

を遵守せず，実施機関がその裁量権を行使した上で，道路交通法（昭和35年法律第

105号）等をどのように適用したから交通規制をしていないのか，重大な疑義がある。 

（２）道路管理者である竹原市は，法令を遵守し，「自動車交通不能」として的確に管理

している。実施機関は，河川への転落という事態が十分に想定される自動車での通

行を，人命に係る危険性があっても全く制限する必要がないという判断をしている。 

（３）広島県知事（砂防室）は，河川への転落による危険は，自転車又は徒歩で回避で

きると部内の決裁文書に明記している。また，広島県が交通規制をしていない以上，

運転操作に自信のない高齢者であっても自動車で通行できると断定し，さらに，そ

の危険な市道を迂回するための安全な車道橋を設置したいという砂防設備占用申請

には，車道橋を設置する必要不可欠性がないと一方的に結論付けている。 

（４）理由説明書によれば，実施機関が交通規制を行おうとする場合の手順は，管轄警

察署長による①交通規制の端緒の把握，②実態調査，③交通規制計画の検討及び計

画案の策定，④道路管理者との事前調整・意見聴取，地域住民等への説明及び⑤交

通規制計画案の決定並びに実施機関の意思決定並びに警察署長による交通規制標

識・標示の設置とされている。一方，本件請求に係る行政文書開示請求書に記載し

たとおり，本件市道の一部分で，道路管理者において「自動車交通不能」という法

的管理がなされている箇所が存在している。 

竹原警察署は，道路管理者である竹原市が，本件市道の一部分について「自動車

交通不能」という法的管理を行っている事実を把握していなかったとでも弁明してい

るのか。それとも，地域住民等からの要望がなかったから，たとえ市道に「自動車交

通不能」という法的管理がされていようがいまいが，交通規制の要否を検討する端緒

は存在しないと弁明しているのか。 

現実に，「自動車交通不能」の公共道路が存在し，かつ，当該公共道路について，

全く交通規制をしていない事実がある。自動車での通行が人命に危険を及ぼすからこ

そ，交通規制をする必要が生じるものと考えられるにもかかわらず，何らの措置も講

じられていない。 

（５）道路交通法及び自動車の運転免許基準を所掌する実施機関が，自動車の運転免許

基準に適合する道路であることを認識しているという事実が明示された文書が存在

しないという処分には重大な疑義がある。 

実施機関等（竹原警察署を含む。）が作成又は取得した文書等には，本件市道の通

行禁止や通行制限を行っていないという法的根拠，すなわち「自動車の運転免許基準」



- 3 - 

 

に適合する道路であることを実施機関が認識しているという事実を明示している文

書が存在しているはずである。 

  

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が，理由説明書で説明する本件処分を行った理由は，おおむね次のとおりで

ある。 

１ 都道府県公安委員会は，警察法（昭和29年法律第162号）第38条第３項の規定により，

都道府県警察を管理することとされ，また，同法第47条第２項には，警視庁及び道府県

警察本部は，それぞれ，都道府県公安委員会の管理の下に，都警察及び道府県警察の事

務をつかさどり，同法第５条第３項の事務について都道府県公安委員会を補佐すること

が規定されている。 

 

２ 都道府県公安委員会が，道路交通法第４条に基づく交通規制を行う場合は，都道府

県公安委員会の意思決定に基づき，法令に定める標識標示等を適正に設置して初めてそ

の効力を有する。 

実施機関が交通規制を行おうとする場合の手順は，おおむね次のとおりである。 

（１）管轄警察署長による 

ア 交通規制の端緒の把握 

イ 実態調査 

ウ 交通規制計画の検討及び計画案の策定 

エ 道路管理者との事前調整・意見聴取，地域住民等への説明 

オ 交通規制計画案の決定 

（２）実施機関の意思決定 

（３）警察署長による交通規制標識・標示の設置 

 

３ 実施機関が保有する文書等については，広島県公安委員会の文書等の管理に関する

規程（平成14年公安委員会規程第１号。以下「規程」という。）第５条に規定されてい

るとおりであり，実施機関が，県内の個々の道路，交差点等について，「自動車の運転

免許基準に適合する道路である」と認識している文書等はなく，また，本件市道の一部

分についても同様に，「自動車の運転免許基準に適合する道路である」と認識している

文書等もないため，本件処分を行った。  

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件請求について 

本件請求は，裁決書の記載内容に関して，実施機関が本件市道において自動車交通不

能という法的管理がなされている箇所について通行禁止や通行制限を行っていない法

的根拠として，実施機関が本件市道を異議申立人がいう「自動車の運転免許基準」に適

合する道路であることを認識している事実を明示している文書等の開示を求めたもの
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である。 

これに対して実施機関は，作成又は取得していないとして本件処分を行ったことから，

以下，その妥当性について検討する。 

    

２ 本件処分の妥当性について 

都道府県公安委員会は，警察法第38条第４項において準用する同法第５条第５項（理

由説明書では，平成27年法律第66号による改正前の警察法第５条第３項と記載されてい

る。）によって，法律の規定に基づきその権限に属する事務をつかさどることとされて

いるところ，道路交通法第４条第１項に基づき交通規制を実施する権限を有するものと

されている。そして，その権限行使に関しては，警察法第47条第２項により，警視庁及

び道府県警察本部が都道府県公安委員会を補佐することとされており，実施機関による

と，交通規制の実施に関する事務処理は，広島県警察本部において行っているというこ

とであった。なお，交通規制を行う場合の手順は，おおむね上記第４の２のとおりとさ

れている。 

また，実施機関は，上記第４の３のとおり，自らが保有する文書等については，規程

第５条に規定されているとおりであって，本件請求の対象文書の存在は認められなかっ

たため本件処分を行ったものである旨説明する。 

当審査会において規程第５条を見分したところ，実施機関が保有する文書等は，次の

とおり同条第１項第１号から第５号までに掲げる文書等に限られ，これら以外の文書等

については，同条第２項により警察本部長が保有するものとされていた。 

（１）広島県公安委員会運営規則（昭和29年公安委員会規則第10号。以下「規則」とい

う。）第２条第４項又は第５項の規定に係る文書等 

（２）規則第10条に規定する会議記録（実施機関の会議に提出された文書等であって，

実施機関が会議記録と併せて保有することが必要と認めたものを含む。） 

（３）警察法第43条の２又は第56条第３項の規定に係る文書等（（１）に掲げるものを除

く。） 

（４）警察法第79条の規定に係る文書等 

（５）実施機関が法令等の規定により保有し，又は保有することが相当と認めた文書等 

仮に，異議申立人が主張するように本件請求の対象文書が存在するとすれば，規程第

５条第１項第１号から第４号までには該当しないことは明らかであって，第５号に基づ

き保有することになると考えられる。しかし，当審査会において審議した異議申立人に

よる別の審査請求事案（諮問（情）第205号）において，実施機関によれば，本件市道

に係る道路交通法による交通規制の端緒について，管轄警察署長において独自に交通問

題を把握した事実及び外部からの交通規制に関する要望等があった事実は確認できな

かったということであるから，交通規制の端緒が把握されていない以上，交通規制を行

うことを実施機関に諮ること自体なく，第５号に基づき文書を保有することもないと認

められる。 

そうすると，異議申立人が本件市道の一部分について通行禁止や通行制限を行ってい
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ない法的根拠として開示を求める「自動車の運転免許基準に適合する道路である」と実

施機関が認識している事実を明示している文書等について，実施機関が規程第５条第１

項各号による文書として保有していなかったとしても，特段，不自然，不合理とはいえ

ない。 

したがって，実施機関が，本件請求の対象文書を作成又は取得していないとして本件

処分を行ったことは，妥当である。 

 

３ その他 

異議申立人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

 

４ 結論 

よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
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別 記 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

18.５.11 ・諮問を受けた。 

18.５.23 ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。 

18.７.20 ・実施機関から理由説明書を収受した。 

18.７.27 
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。 

・異議申立人に意見書の提出を要求した。 

18.９.19 ・異議申立人から意見書を収受した。 

18.９.25 ・実施機関に意見書の写しを送付した。 

29.４.27 

（平成29年度第１回） 
・諮問の審議を行った。 

29.７.28 

（平成29年度第４回） 
・諮問の審議を行った。 

29.８.25 

（平成29年度第５回） 
・諮問の審議を行った。 
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